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１ 計画にあたって  

 

  いま、まさに分権型社会への転換、少子高齢化時代の到来、住民ニーズの高度

化・多様化など、様々な分野において構造的な変化に直面しており、地域の総合

的な行政主体である地方自治体は、こうした課題に迅速かつ的確に対応し、活力

ある豊かな地域社会づくりに向けて主体的な役割を担うことが求められている。 

 このような状況下、本町の行政改革は、これまで第１次行政改革から第２次行

政改革において、時勢と行政のあり方を常に注視し、時代の変化に即した行政運

営の推進に努めてきたところである。しかし国は、景気の動向をはじめとする社

会情勢の急激な変化に要因すると思われる大幅な税収不足が見込まれることで、

地方財政計画の抜本的な見直しに着手し、小規模な市町村に対して地方交付税の

大幅な減額に繋がる制度改正を行い、本町の財政状況は極めて厳しくなることが

予想されたことから、平成１４年１２月に「第３次礼文町行政改革大綱」の策定

にあたり、礼文町行政改革推進委員会に諮問し、翌年６月の答申により同月、大

綱の完成を見たところである。同年１１月には、大綱に基づく「第３次礼文町行

政改革実施計画」を策定した。この実施計画は、平成１５年度から平成１９年度

までを推進期間と定め、これまで前倒しで実施してきた平成１４年度から平成１

６年度までで約３億２千万円を超える削減等効果額を達成した。 

一方、市町村合併については、平成１６年度で切れる合併特例法（合併旧法）

で成立した合併状況を見極め、平成１７年度から５年間の時限を定めた合併新法

の施行により更に合併の推進を図ることとなった。本町としては、平成１６年２

月に利尻２町との任意合併協議会に加入し、同年４月には稚内市を中心とした宗

谷北部地域任意合併協議会に加入したが、法定協議会への移行には至らず両協議

会から離脱する結果となった。 

したがって、今後、本町としても離島という地理的条件ではあるが、合併新法

を視野に入れながら、当面、厳しい財政状況を乗り切るために、平成１７年度か

らは現行の実施計画をベースに、更に２年延長し、平成２１年度までの５ヵ年を

集中改革期間と位置付け、行政のスリム化と持続できる財政基盤の確立に向けて、

より一層の行財政改革を推進するために『礼文町行政改革集中改革プラン』に名

称を変更して策定するものである。 

 

 

２ 実施期間  

  

  行政改革の実施にあたっては、１５年度から２１年度までの７年間を「礼文町

行政改革集中改革プラン」とし、その中で、平成１７年度から平成２１年度までの

５年間を国の集中改革プランの対応期間とする。 

１



 

３ 行政改革の実施方針  

 

 〔１〕国の指針「集中改革プラン」について 

     平成１６年１２月２４日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」を 

    踏まえ、平成１７年３月２９日に、総務省において、「地方公共団体におけ 

る行政改革の推進のための新たな指針」（「新地方行革指針」）が策定された。 

 この中で、市町村はこの指針に基づき、平成２１年度までの具体的な取 

り組みを明示した計画「集中改革プラン」を公表することとされた。 

    

    ●集中改革プランで示されている項目は、次のとおりである。 

     ①事務・事業の再編・整理、廃止・統合 

     ②民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む。） 

     ③定員管理の適正化 

     ④手当の総点検をはじめとする給与の適正化（給料表の運用、退職手当、 

      特殊勤務手当等諸手当の見直し等） 

     ⑤第三セクターの見直し 

     ⑥経費節減等の財政効果 

     ⑦地方公営企業関係 

     この集中改革プランに該当する取り組み項目は、推進項目実施計画表の 

    中の具体的な推進事項の後に「集中①」～「集中⑦」で示している。 

 

〔２〕礼文町行政改革集中改革プランについて 

  （１）行政改革の基本方針 

     基本的には、『第３次礼文町行政改革大綱』に基づき、「住民参加による 

    開かれた行政の展開」及び「行財政改革の実行」の２本の柱から構成する。 

     ここに示す集中改革プランは、今後の行政の展開において、真に必要な 

施策の優先化、重点化が求められ、さらに財源の効率的な配分に考慮しつ 

つ、時代に即応した持続的な行財政運営を目指し、住民と行政との協働に 

よるさらなる行財政改革に取り組むこととする。 

 

（２）行政改革の必要性 

①行政に対するニーズの多様化・高度化・参加意識の高まり 

②危機的な財政状況及び市町村合併問題を踏まえた改革の必要性 

③変革の時代への対応（国の構造改革、ⅠＴ革命の進展、公務員制度改革、 

地方分権の本格化と協働による地域づくり） 

 

  （３）計画の進行管理・公表方法 

２



 

    ①行政改革推進委員会事務局での進行管理 

      集中改革プランを着実に推進するために、担当課（事務局）が常にそ 

の推進状況を把握すると共に、庁内会議である「庁議」において報告・ 

協議・調整を図り、効果的な進行管理に努める。 

   

    ②広報紙などによる公表 

      集中改革プランの進捗状況については、広報れぶんや全戸配布資料、 

或いは回覧等により、わかりやすく効果的に公表する。 

 

 

 〔３〕行政改革の推進方向 

  （１）２本の柱 

    ①住民参加による開かれた行政の展開 

     （第３次礼文町行政改革大綱の記述に準ずる） 

②行財政改革の実行 

 （第３次礼文町行政改革大綱の記述に準ずる） 

 

  （２）４つの推進方向と具体的方策 

①住民参加型行政の展開 

  ・情報公開条例の制定  

  ・個人情報保護条例の制定  

・各種委員の公募制度・指名制度の導入 

・事業検討会議等の基本条例の制定 

②市町村合併への対応 

・市町村合併説明会の開催 

・町職員への説明会と情報開示 

・庁内検討委員会の設置 

・町民参加による懇談会・研究会の開催 

③財政改革 

ア 健全で安定した財政基盤の確立 

・町有普通財産の整理を進める 

・町税収納確保対策を図る 

・使用料・手数料の適正化に努める（住民負担） 

・交付税措置のある有利な町債の活用を図る 

・新しい財源の検討を進める 

イ 効率的な事務事業と事務改善の推進を図る 

・時代の変化に対応した事業の見直し 

３ 



 

・民間委託の見直し（指定管理者制度の導入） 

・類似施設の一元化 

ウ 職員給与の適正化 

・給与等の削減を図る 

・各種委員の削減 

エ 新たな予算編成システムの導入 

・事務評価システムの導入  

④機構改革と職員定数管理 

ア 機構改革 

・窓口の集中化を図る 

・組織機構の再編・統合を図る 

・収入役制を廃止する（実施済） 

・グループ制の導入を検討する（実施済） 

イ 職員定数管理 

・職員定数管理の適正化を推進する 

       ５年間で１０人の職員削減を目標とする（純減率９．４３％） 

      ウ 定員・給与の公表 

      ・定員・給与の状況の公表 
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地方自治体を取り巻く環境は、先行き不透明な非常に厳しい

状況にありますが、本町としては行財政全般にわたり見直しを

行いながら、合わせて市町村合併問題についても議論をし、ま

ちの進むべき方向性を模索するために今回、この計画を策定い

たしました。 
『礼文町行政改革集中改革プラン』は、計画に掲げた項目の

実現に向けて町民と共に取り組んでいく必要があります。 


